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理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リ

ハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設の場において把握し、又は、指定訪問介護事業所のサービ

ス提供責任者と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当

該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用し

た動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関

する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等とサービス

提供責任者で事前に方法等を調整するものとする。 

ｂ 当該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者は、ａの助言に基づき、生活機能アセ

スメントを行った上で、①イの訪問介護計画の作成を行うこと。なお、①イの訪問介護

計画には、ａの助言の内容を記載すること。 

ｃ 本加算は、①イの訪問介護計画に基づき指定訪問介護を提供した初回の月に限り、算

定されるものである。なお、ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加

算を算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により訪問介護計画を見直した

場合を除き、①イの訪問介護計画に基づき指定訪問介護を提供した翌月及び翌々月は本

加算を算定しない。 

ｄ 計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及びの理学療法士等に報

告すること。なお、再度ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加算の

算定が可能である。 

（22） （略） 

３ 訪問入浴介護費 

（１）～（３） （略） 

（４） 指定訪問入浴介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪

問介護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（15）を参照されたい。 

（５） 注６の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（17）②から④までを参照されたい。 

（６） 注７の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（18）を参照されたい。 

（７） （略） 

（８） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（22）を参照されたい。 

４ 訪問看護費 

（１）・（２） （略）  

（３） 訪問看護の所要時間について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（21） （略） 

３ 訪問入浴介護費 

（１）～（３） （略） 

（４） 訪問入浴介護事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱い 

 

訪問介護と同様であるので、２の（11）を参照されたい。 

（５） 注６の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（15）②から④までを参照されたい。 

（６） 注７の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（16）を参照されたい。 

（７） （略） 

（８） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（21）を参照されたい。 

４ 訪問看護費 

（１）・（２）  （略） 

（３） 訪問看護の所要時間の算定について 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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① 20 分未満の訪問看護費の算定について 

20 分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等の訪

問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもので

ある。したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画において 20 分未満の訪問看護のみが

設定されることは適切ではなく、20 分以上の保健師又は看護師による訪問看護を週１回以上

含む設定とすること。なお 20 分未満の訪問看護は、訪問看護を 24 時間行うことができる体

制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届け出をしている場合に算定可能であ

る。 

② 訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて提供されるべきであ

ることから、単に長時間の訪問看護を複数回に区分して行うことは適切ではない。そのため、

次のような取扱いとして行うこと。 

（一）  （略） 

（二） 一人の看護職員（保健師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）が訪問看護を行

った後に、続いて別の看護職員が訪問看護を行った場合には、当該訪問看護の所要時間を合

算することとする。なお、当該訪問看護の提供時間を合算した場合に、准看護師による訪問

看護が含まれる場合には、当該訪問看護費は、准看護師による訪問看護費を算定する。 

（三）・（四）  （略） 

（４） 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について 

①・② （略） 

③ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者については、毎

回の訪問時において記録した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員及

び理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士間で利用者の状況、実施した内容を共有する

とともに、訪問看護計画書（以下、「計画書」という。）及び訪問看護報告書（以下、「報

告書」という。）は、看護職員（准看護師を除く）と理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士が連携し作成すること。また、主治医に提出する計画書及び報告書は理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に含むものとすること。 

④ 複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者について、計画書及び報告書の作

成にあたっては当該複数の訪問看護事業所間において十分な連携を図ったうえで作成するこ

と。 

⑤ 計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サービスの利用開始時及び利用者の状態

の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価を行うこ

と。 

⑥ ⑤における、訪問看護サービスの利用開始時とは、利用者が過去２月間（歴月）において

当該訪問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む。）の提供を受けていない場

合であって、新たに計画書を作成する場合をいう。また、利用者の状態の変化等に合わせた

① 20 分未満の訪問看護の算定について 

20 分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等の訪

問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもので

ある。したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画において 20 分未満の訪問看護のみが

設定されることは適切ではなく、20 分以上の訪問看護を週１回以上含む設定とすること。な

お 20 分未満の訪問看護は、訪問看護を 24 時間行うことができる体制を整えている事業所と

して緊急時訪問看護加算の届け出をしている場合に算定可能である。 

 

② 訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて提供されるべきであ

ることから、単に長時間の訪問看護を複数回に区分して行うことは適切ではない。そのため、

次のような取扱いとして行うこと。 

（一）  （略） 

（二） 一人の看護職員が訪問看護を行った後に、続いて別の看護職員が訪問看護を行った場

合には、当該訪問看護の所要時間を合算することとする。なお、当該訪問看護の提供時間を

合算した場合に、准看護師による訪問看護が含まれる場合には、当該訪問看護費は、准看護

師による訪問看護費を算定する。 

（三）・（四）  （略） 

（４） 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について 

①・② （略） 

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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定期的な訪問とは、主治医からの訪問看護指示書の内容が変化する場合や利用者の心身状態

や家族等の環境の変化等の際に訪問することをいう。 

（５）・（６）  （略） 

（７） 精神科訪問看護・指導料等に係る訪問看護の利用者の取扱いについて 

精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護基本療養費の算定に係る医療保険による訪問看

護（以下、「精神科訪問看護」という。）の利用者については、医療保険の給付の対象となる

ものであり、同一日に介護保険の訪問看護費を算定することはできない。なお、月の途中で利

用者の状態が変化したことにより、医療保険の精神科訪問看護から介護保険の訪問看護に変更、

又は介護保険の訪問看護から医療保険の精神科訪問看護に変更することは可能であるが、こう

した事情によらず恣意的に医療保険と介護保険の訪問看護を変更することはできないものであ

ること。 

（８） 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等によ

り訪問看護が行われた場合の取扱い 

① 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により

准看護師ではなく保健師又は看護師が訪問する場合については、所定単位数に 100 分の 90を

乗じて得た単位数を算定すること。また、居宅サービス計画上、保健師又は看護師が訪問す

ることとされている場合に、事業所の事情により保健師又は看護師ではなく准看護師が訪問

する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の 100 分の 90）を算定

すること。  

② 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により

准看護師ではなく理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問する場合については理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定すること。また、居宅サービス

計画上、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問することとされている場合に、事業

所の事情により理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士ではなく准看護師が訪問する場合に

ついては、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定すること。 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（９） 早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（12）を参照されたい。なお、20分未満の訪問の場合につい

ても、同様の取扱いとする。 

 

 

（５）・（６）  （略） 

（７） 指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者に

対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（11）を参照されたい。 

 

 

 

 

 

（８） 二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合の加算について 

① 二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合の加算は、体重が重い利用者を一人が支持し

ながら、必要な処置を行う場合等、一人で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるもの

であり、これらの事情がない場合に、単に２人の看護師等が同時に訪問看護を行ったことの

みをもって算定することはできない。 

② 訪問を行うのは、両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士であることを要する。 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等に

より訪問看護が行われた場合の取扱い 

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により准

看護師以外の看護師等が訪問する場合については、所定単位数に 100 分の 90 を乗じて得た単位

数を算定すること。また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することとさ

れている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数（所

定単位数の 100 分の 90）を算定すること。 

（10） 早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（13）を参照されたい。なお、20分未満の訪問の場合につい

ても、同様の取扱いとする。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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 （10） 複数名訪問加算について 

① 二人の看護師等又は一人の看護師等と一人の看護補助者が同時に訪問看護を行う場合の複

数名訪問加算は、体重が重い利用者を一人が支持しながら、必要な処置を行う場合等、一人

で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これらの事情がない場合に、単

に二人の看護師等（うち一人が看護補助者の場合も含む。）が同時に訪問看護を行ったこと

のみをもって算定することはできない。 

② 複数名訪問加算（Ⅰ）において訪問を行うのは、両名とも看護師等であることとし、複数

名訪問加算（Ⅱ）において訪問を行うのは、訪問看護を行う一人が看護師等であり、同時に

訪問する一人が看護補助者であることを要する。 

③ 複数名訪問加算（Ⅱ）における看護補助者とは、訪問看護を担当する看護師等の指導の下

に、療養生活上の世話（食事、清潔、排泄、入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看護

用品及び消耗品の整理整頓等といった看護業務の補助を行う者のことであり、資格は問わな

いが、秘密保持や安全等の観点から、訪問看護事業所に雇用されている必要があるものとす

る。 

（11） 長時間訪問看護への加算について 

① 「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」については（17）を参照のこと。 

② 当該加算については、保健師又は看護師が行う場合であっても、准看護師が行う場合であ

っても、同じ単位を算定するものとする。 

（12） 指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看

護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

（13） 特別地域訪問看護加算の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 15％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（14） 注８について 

訪問介護と同様であるので、２（17）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 10％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（15） 注９について 

訪問介護と同様であるので、２（18）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の５％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

  （削る） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

  （新設） 

 

 

  （11） 特別地域訪問看護加算の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（14）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 15％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（12） 注８について 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 10％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（13） 注９について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の５％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（14） 長時間訪問看護への加算について 

① 「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」については（16）を参照のこと。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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（16） 緊急時訪問看護加算について 

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意

見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が

訪問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっ

ていない緊急時訪問を行う体制にある場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を

得た場合に加算する。 

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護

を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合に

は、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した

場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療保険における訪問看護

を利用した場合の当該訪問看護における 24 時間対応体制加算は算定できないこと。 

 

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合について

は、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所

定単位数の 100 分の 90）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。 

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は算定

できないが、１月以内の２回目以降の緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜の訪問看護

に係る加算を算定する。 

④・➄ （略） 

（17）  （略） 

（18） ターミナルケア加算について 

① （略） 

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、

当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並

びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び

訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下「ターミナルケア加算等」という。）

は算定できないこと。 

③ （略） 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければな

らない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過

② 当該加算については、看護師が行う場合であっても准看護師が行う場合であっても、同

じ単位を算定するものとする。 

（15） 緊急時訪問看護加算について 

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意

見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が

訪問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっ

ていない緊急時訪問を行う場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に

加算する。 

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護

を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合に

は、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した

場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療保険における訪問看護

を利用した場合の当該訪問看護における 24 時間連絡体制加算及び 24 時間対応体制加算は算

定できないこと。 

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合について

は、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所

定単位数の 100 分の 90）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。 

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は算定

できない。ただし、特別管理加算を算定する状態の者に対する１月以内の２回目以降の緊急

時訪問については、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。 

④・⑤ （略） 

（16）  （略） 

（17） ターミナルケア加算について 

① （略） 

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、

当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並

びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び

訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下、４において「ターミナルケア加

算等」という。）は算定できないこと。 

③ （略） 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければな

らない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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についての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、

それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行い、

利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上対応すること。 

⑤ （略） 

⑥ ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよう努

めること。 

（19）  （略） 

（20） 介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院を退所・退院した日の訪問看護

の取り扱い 

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設及び介護医療院を退所・退院した日については、

第２の１の（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）

にある利用者に限り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。 

（21）  （略） 

（22） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入

所中の者が退院又は退所するに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同指

導を行った後に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護を実施した場合に、一人の利用者

に当該者の退院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参

照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限

り、当該加算を算定できること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日に算

定すること。 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定で

きること。 

② （略） 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する

保険医療機関、介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の訪問看護ステーション等

における退院時共同指導の実施の有無について確認すること。 

④・⑤ （略）  

（23）  （略） 

（24） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示第９号イ（1）の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

についての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、

それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

 

 

 

⑤ （略） 

（新設） 

 

（18）  （略） 

（19） 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した日の訪問看護の取り扱い 

 

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した日については、第２の１の

（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）にある

利用者に限り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。 

（20）  （略） 

（21） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が退

院又は退所するに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同指導を行った後

に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護を実施した場合に、一人の利用者に当該者の退

院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）

にある利用者について、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算

を算定できること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日に算定すること。 

 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定で

きること。 

② （略） 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する

保険医療機関又は介護老人保健施設に対し、他の訪問看護ステーション等における退院時共

同指導の実施の有無について確認すること。 

④・➄ （略） 

（22）  （略） 

（23） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示第９号イの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイ

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号イ（2）の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前６月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

④ （略） 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、医療機関との連携のもと、看護職員の出向や

研修派遣などの相互人材交流を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護人

材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望ましい。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ（1）若しくはイ（2）

の割合及びイ（3）若しくはロ（2）の人数について、継続的に所定の基準を維持しなければ

ならない。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録するものとし、所定

の基準を下回った場合については、直ちに第一の５に規定する届出を提出しなければならな

いこと。 

⑦ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定

することができないものであり、当該訪問看護事業所においていずれか一方のみを選択し、

届出を行うこと。 

（25）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている当該指定訪問リハ

ビリテーション事業所の医師の指示の下で実施するとともに、当該医師の診療の日から３月

以内に行われた場合に算定する。 

 

また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医師がやむを得ず診療できない

場合には、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定訪問リ

ハビリテーションの必要性や利用者の心身機能や活動等に係るアセスメント情報等）を受け、

当該情報提供を踏まえて、当該リハビリテーション計画を作成し、指定訪問リハビリテーシ

ョンを実施した場合には、情報提供を行った別の医療機関の医師による当該情報提供の基礎

となる診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。 

この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師は、当該

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号ロの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイ

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前３月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

④ （略） 

（新設） 

 

 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ、ロの割合及びハの人

数について、継続的に所定の基準を維持しなければならない。なお、その割合及び人数につ

いては、台帳等により毎月記録するものとし、所定の基準を下回った場合については、直ち

に第一の５に規定する届出を提出しなければならないこと。 

 

（新設） 

 

 

（24）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の指示の下、実施する

こと。 

訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の診療の日から３月以

内に行われた場合に算定する。 

また、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（リハビリテー

ションの指示等）を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行っ

た医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行われた場合に

算定する。 

 

 

この場合、少なくとも３月に１回は、訪問リハビリテーション事業所は当該情報提供を行

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 


